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研究成果の概要（和文）：「学びの協働体」としての大学教養教育システムの構築に向けて、Ａ:実践的開発研
究を、3層の実践フィールド(①全学共通教育科目の個別授業の開発研究／②個別授業や教育開発支援室(ラーニ
ングセンター)と連携した学修支援システムの開発研究／③教養教育カリキュラム・プログラムの開発研究)で実
施し、それらの実践のＢ:成果検証研究を、「学びの協働体」の構成員である3者(④学士課程学生／⑤大学院生
／⑥教員)それぞれに対して、1)意識調査 (間接評価分析)や2)成績評価(直接評価)指標分析(④のみ)の形で進
め、調査研究成果の統合的分析を行って、その結果を7本の報告論文と3つの資料から成る最終報告書冊子にまと
めた。

研究成果の概要（英文）：To develop liberal and general education in a university that provides 
opportunities for learning with diverse others in an interactive learning community, this study 
comprised three parts (A) to (C): (A)a practical developmental study on three-tiered practical 
fields was conducted of aspects such as general education courses, learning support systems in 
collaboration with individual courses and learning centers, the curriculum and program of Liberal 
Education, (B)a result-verification study on three types of members,  undergraduate students, 
graduate students and faculty members, as members of the interactive learning community, and two 
surveys were conducted for these groups. While each of these groups completed an awareness survey 
(indirect evaluation), only the undergraduate students completed a survey on grade evaluation (using
 direct evaluation index), (C) an integrated analysis of the research results which was captured in 
a report booklet.

研究分野： 教育学・大学教育史
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研究成果の学術的意義や社会的意義
「学びの協働体」(＝多様で自律的な他者との学び合いの場)として大学の教養教育の場を再評価し、学士課程学
生・大学院生・教員の3者全員にとっての｢学びの協働体｣の体系的構築を目指して、①個別の授業実践と、②学
修支援の連携システムや、③体系的カリキュラム･プログラムの3層について、実践開発や調査を行い、それらの
結果を総合的に検証や考察を行ったことにより、これからの大学の教養教育における、「学びの協働体」として
の多様で自律的な他者との学び合いの「場」の、体系的なあり方の検討や実践・改善に向けた知見を提示するこ
とが出来た。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 

本研究では、大学での多様で自律的な他者との学び合い機能の体系化を目指しているが、背景に

は、時代環境変化の中での、学び合いの重要性や有効性に関わる自他の先行研究があった。 

グローバル化や知識基盤社会化･脱工業化等を背景に、21世紀型の新能力観が広がり、個人には、

知識とともに幅広い能力やスキル・態度等も求められつつある(松下 2010､飯吉 2014､2012b､2009､

2008)。それらの幅広い能力等を学生が身につけるために、教授から学修への転換や、知識伝達型講

義の受動的学修を乗り越える能動的学修(アクティブラーニング)が、大学でも近年急速に広がりつつあ

るが、この能動的学修には、｢書く･話す･発表する等の活動への関与と、そこで生じる認知プロセスの外

化を伴う」ことが指摘されている(溝上 2014)。能動的学修のプロセスでの｢外化｣には、他者との学び合

いは有効に働く。初中等教育では、児童・生徒の｢協同学習｣を実現するための､学校における｢学びの

共同体｣システムの構築の取組も見られる(佐藤 2012)。また飯吉は、研究分担者の西垣や平とともに、

(1)初年次教育、(2)キャリアデザイン力や(3)思考力のあり方の実践的・総合的研究を行ってきた(飯吉･

平 2014､2015，飯吉 2008､2009､2011､2012ab､2014､飯吉研究代表 2011,2014 等)。が、それらの

中で、大学の全学共通教育の多人数授業での他者との学び合い効果の可能性も示してきた。さらに、

大卒社会人の大規模調査結果からも、大学での｢多様な他者との交流経験｣や｢学びの共同体や支援

者の存在｣が、成長実感と結びつくことも明らかとなっている(飯吉 2016 等)。 

 

２．研究の目的 

本研究では、初中等教育の児童生徒よりも一層自律的な学修主体であり専攻分野も多様である学

生(学士課程学生・大学院学生)や教員が、相互に自律的で対等な学び合い(＝学びの｢協働｣)を行う

場として、大学教育とりわけ教養教育(＝分野を超え多様な学生・教員が学び合う機会がより多い教育)

を捉え、そのような学び合いを実現するための場を「学びの協働体｣として位置づけた。 

この「学びの協働体」における「学び」は、従来用いられてきた｢協同学習｣とは異なる意味で捉えられ

るものである。従来の｢協同学習｣の語には、(1)多様な他者との出会い、(2)学習者の自律性と対等なパ

ートナーシップ、(3)学習目標や課題・価値観・成果の共有の 3 要素が含まれる(坂本 2008)が、大学教

育では、(2)の学習者の自律的で対等なパートナーシップだけでなく、学習者と教員との対等性も重要と

なる。これは、学問は｢いまだに解決されていない問題｣として｢たえず研究されつつあるもの｣であり、｢と

もに学問のためにいる｣大学教員も学生も、学問の前でより対等な存在(潮木 2008)であるためである。 

また、従来の「協同学習」の(3)のように、学び合いの結果、獲得を目指す「目標や価値観・成果」等は、

大学においては、必ずしもそれらを共有していなくても、学習者や教員等その学び合いの主体それぞ

れ独自の目標･課題・価値観・成果が存在していても、機能するものであると考えられる。もちろん、各授

業科目の学修達成目標としては同一のものを共有しそれを目指す必要はあるが、大学での多様な他者

との学び合いの中から得られる「学び」は、それを越えた、より広い意味合いを持つものとして捉えられる。

異なる専門学問分野や問題意識、方法論、価値観等をそれぞれの主体が持ち寄り、その多様性の中

で、教員も含め、対等に学び合うことで、各自の学問分野や問題意識等々で、それぞれに新たな気づ

きや視野・視点を得られたり、新たな知見･知識が生まれたりする可能性もあるものである。 

本研究は、以上の先行研究や考え方を基盤にして、学生に広い視野を与え、能動的学びの外化プ

ロセスとしても有効な、多様で自律的な他者との学び合いの場(学びの協働体)としての、大学の教養教

育システムのあり方を、具体的かつ多層に模索・研究することを目指している。これまでの(1)自らの個別

授業実践研究をさらに発展させることに加え、(2)研究代表者と研究分担者の大半が所属する大学に新



たに設置された｢学修支援推進室｣(通称は OCU ラーニングセンター、2020 年度からは教育開発支援

室へと改称、以下「ラーニングセンター」と表記)を重要なフィールドとし、学内の個別授業実践と学修支

援との連携スキームや支援システムの開発も進め、(3)それら全体を包括する教養教育カリキュラム・プ

ログラムの開発も目指す。さらにその成果も、(4)学士課程学生・(5)大学院学生・(6)教員の３者の立場

から検証しつつ、(7)学生の能動的な学びの外化に役立つ、学びの協働体としての教養教育システムの、

あり方提案と構築可能性の提示を目指している。 

                      

３．研究の方法 

学びの協働体としての教養教育シ

ステムの提案･構築に向け、教育・学

修の A【実践開発研究】とその B【成果

検証研究】を行い、B の結果を A に還

元しつつ C【総合的開発研究】を進め

た。(構想図参照) 

A【実践開発研究】では、多様な他

者との学びあいを有効に取り入れた教

育実践の開発研究を、①個別授業開

発（研究メンバーが担当する授業を中

心とする授業設計や教授法開発）、②

個別授業科目と連携した学修支援シ

ステム開発(ラーニングセンターで行う、学修支援と学内の能動的個別授業実践との連携スキームや支

援システムの開発)、③大学教養教育カリキュラム・プログラム開発(多様な他者との学び合いを効果的

に取り入れる教養教育カリキュラムやプログラムの開発等)の 3 層で進め、各層ごとの実践提案や実践

効果の可能性提示を試みた。 

B【成果検証研究】では、学びの協働体構成員 3 者の 1)意識調査(間接評価)や 2)学生の成績の総

合化指標(直接評価指標)の分析を行い､A の 3 層の実践の成果・効果と可能性を検証した。 

協働体構成員 3 者とは、④学士課程学生(初年次､中･高年次の各年次を超えた学び合いや院生･教

員との学び合いの中で自律的学びを深める存在)、⑤大学院生(ポスドク含む。TA 等として授業補助や

課外学修支援に関与する中で、多様な他者との学び･自らのキャリア形成･幅広い視野の獲得も行う存

在)、⑥教員(学生に新しい多様な視野を与えつつ自律的学修を促す存在であるとともに自らの大学教

員としての学識や資質向上を行う存在)のことである。 

AB(①～⑥)の研究すべてにおいて、他大学や他国の先行事例･研究の収集･分析も行った。 

C【総合的開発研究】では、A で開発した 3 層での実践についての、B で直接的･間接的評価結果を

通した検証結果も反映し、さらに実践開発研究を進め、多様な他者との学び合いの取組を有効な形で

取り入れた、教養教育の①個別実践や②学修支援システム、③カリキュラム･プログラムのあり方に関す

る考察と提案を行い、実践の可能性についても提示することを目指した。 

 

４．研究成果 

[主な研究成果] 

主な研究成果としては、以下(1)～(7)の 7 点が挙げられ、それらを、米国 AAC&U の 2 大会参加報

告やウィスコンシン大学マディソン校訪問調査結果とともに、最終報告書冊子にまとめた。 



(1)まず、A～C の研究全体の土台や背景として、知識社会における、多様な他者との自律的で対等な

「学びの協働体」となる「場」の構築の重要性と、そのような「学びの協働体」としての大学教育や大学

の全学共通教育･教養教育の可能性があることを、企業経営者、大学教員、学生(院生)および卒業生

の意識やニーズに関する調査結果等も踏まえて検証した。［＝上記研究方法 A～C の先行研究分析

と、④学士課程学生・⑤大学院生・⑥教員に対する 1)意識調査からの検証］ 

(2)学士課程の全学共通教育科目と、大学院共通教育科目の 2 つの教育実践と受講生アンケート調査

の回答･意見をもとに、それらの科目での多様で自律的で対等な他者との学び合いの｢学びの協働

体｣としての｢場｣としての成果や意義・可能性があること、および大学院の共通教育科目の創設やその

意義･意味の可能性があることを検証して示した。［上記 A－①個別授業開発と③カリキュラム･プログ

ラム開発、および B－④学士課程学生と⑤院生への 1)意識調査に基づく検証］ 

(3)知識の生産に必要となる「多様な構成員による多様な参加が許容される学びの協働体」の実現のた

めの条件となる「公正な(equity)キャンパスづくり」や、Covid-19 感染拡大に伴うオンライン教育の影

響や今後のあり方を、教員アンケート調査の結果および米国の大学の訪問調査やアメリカ大学カレッ

ジ協会(以下、AAC&U と表記)のワークショップ･セミナーでの議論等を踏まえて考察し提示した。［上

記 A の①個別授業や③カリキュラムの開発に関する、国内外の取り組み事例も含む実践事例を踏ま

えた研究と、B の⑥教員の 1)意識調査を踏まえた考察］ 

(4)「学びの協働体」の「場」の教育･学修実践の支援のためにラーニングセンターが雇用した、大学院学

生の TA と学士課程学生の SA に対する、彼らの学生･教職員との協働での業務経験に関する量的･

質的調査結果と考察を報告し、TA・SA 自身が、教員や異なる年齢層や専門分野の学生等の多様な

他者との、対等な立場での協働が行える｢場｣における学修支援活動や議論を行う業務経験から、新

たな気づきや視点を得ていることを明らかにした。［上記 A の②の学修支援システム開発と、B の④と

⑤の 1)意識調査にもとづく検証研究］ 

(5)高大接続の視点も取り入れた、学生の学びに対する意識の違いに関する調査を行い、高校時代の

他者との学びの経験や大学入学後の他者との学習活動経験が、学生たちが重視する大学での学び

の種類に影響していることを明らかにした。［上記 B の④学士課程学生への 1)意識調査を踏まえた学

生の学修活動や経験の学修意識への影響の検証研究］ 

(6)学士課程の 2 年生以上を対象とした上級生調査の結果から、大学における多様性の側面の一つで

もあるジェンダーの違いによる学修意識・志向や学修行動の違いを分析し、女子学生は男子学生より

も Web 上の情報を多く利用したり他学生と一緒に学修したり、教員への親近感を持ちやすいなど、男

子学生とは異なる傾向がある可能性があることが明らかにした。［上記 B の④学士課程学生への 1)意

識調査を踏まえた学生の学修意識の違いに関する検証研究］ 

(7)AAC&U が推進している「学生に指針を与える」(Compass)プロジェクトに参加している米国の州立

大学がコミュニティカレッジと連携で取り組んだ「編入学年経験」等のカリキュラムや学修支援の取組

み実践報告をもとに、米国の大学での多様性の議論や対応は、人種の多様性や支援という形で現れ

ることが多いが、多様なニーズを持つ学生への教育カリキュラムや学修支援の取り組みとしての汎用

性ある知見も見いだせる事例を紹介した。［上記 A の②学修支援システムや③カリキュラムに関わる海

外事例からの開発研究］ 

なお、C の総合的開発研究は、上記 7 点の最終的な考察のなかで、それぞれ行った。また、上記研



究方法 B の 2)の学生の成績の総合化指標(直接評価指標)の分析については、本科研の期間内に、

研究チームメンバーの多くが関わる形で、勤務大学において、学修成績を 1 つの平均値で表す GPA

とは異なる、多様な学修成果の見える化が可能な総合化指標である「OCU 指標」を開発した。これは、

個別授業の成績を、ディプロマポリシーをもとにした 6 つの指標のレーダーチャートの 6 角形の形で、

総合化して示したものである。文部科学省 AP 事業補助金を契機に開発した指標であり、同事業事後

評価でも高い評価を得た。この指標を用いた学生の学修状況の振り返りと、その結果を用いたカリキュ

ラムや 3 ポリシーの点検は、現在、随時進めつつあるが、学内の他のシステム開発の時期が延長された

ことの影響を受け､同指標運用開始が当初計画より遅れたため、今後、継続して進めて行く予定である。 

上記の研究成果は、以下の、本研究が提示した独自の視点に基づいて得られたものであった。 

[本研究が提示した独自の視点] 

(1)学びの協働体(多様で自律的な他者との学び合いの場)として、大学の教養教育の場を再評価し、

学士課程学生・大学院生・教員の 3 者全員にとっての｢学びの協働体｣の体系的構築を目指す視点、 

(2)学びの協働体としての教養教育システムを、①個別の授業実践のみならず、②学修支援の連携シ

ステムや③体系的カリキュラム･プログラムの 3 層で総合的に構築しようとする視点、 

(3)実践開発成果の多層的検証評価結果も踏まえた、総合的考察と実践提案を行おうとする視点 

(4)新たに設置された所属大学内の「ラーニングセンター」を大いに活用して、支援連携システムの新規
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